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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

そ の 他 有 価 証 券
時 価 の あ る も の ……… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）

（2）たな卸資産の評価基準および評価方法
商 品 ……… 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法（2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法）
を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ８～15年
機械及び装置 12年
車両運搬具 ５～６年
工具、器具及び備品 ４～20年

無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
自社利用のソフトウェア ５年
商標権 10年
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リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 ……… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消 費 税 等 の 会 計 処 理 ……… 税抜方式によっております。

表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）に
伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 2018年３
月26日）を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表
示しております。

会計上の見積りの変更に関する注記
（耐用年数の変更）
　当事業年度において、倉庫移転を決議致しました。これにより、移転後利用見込のない固定資
産について耐用年数を短縮し、移転完了予定年月（2020年９月）までの期間で減価償却が完了
するように耐用年数を変更しております。
　また、同様に倉庫の不動産賃貸借契約に基づく原状回復義務に関わる資産除去債務について
も、償却に係る合理的な期間を使用見込期間（2020年９月）までに短縮しております。
　これにより、従来の方法に比べて当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそ
れぞれ17,059千円減少しております。

貸借対照表に関する注記
　有形固定資産の減価償却累計額 212,193千円
　なお、有形固定資産に対する減価償却累計額は、当該各資産の金額から直接控除されております。
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株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度末の発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数

当 事 業 年 度
期首株式数（株）

当 事 業 年 度
増加株式数（株）

当 事 業 年 度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式
　普通株式 6,000,000 793,140 － 6,793,140
自己株式
　普通株式 － － － －
（注）１．公募による新株式の発行により普通株式が445,000株増加しております。
　２．第三者割当による新株式の発行により普通株式が100,500株増加しております。
３．新株予約権の行使により普通株式が247,640株増加しております。

　剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種
類

配当の
原資

配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2019年３月22日
定時株主総会 普通株式 利益

剰余金 66,000 11.00 2018年12月31日2019年３月29日

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種
類

配当の原
資

配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2020年３月25日
定時株主総会 普通株式 利益

剰余金 101,897 15.00 2019年12月31日2020年３月26日

　 当事業年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的とな
る株式の種類及び数
　普通株式 189,700株
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税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　繰延税金資産
　 商品評価損 11,705 千円
　 未払事業税 23,230 〃
　 減価償却超過額 7,900 〃
　 資産除去債務 7,289 〃
　 その他有価証券評価差額金 6,059 〃
　 未払事業所税 1,276 〃
　 その他 9,851 〃
　 繰延税金資産小計 67,313 〃
　 評価性引当額 △7,985 〃
　 繰延税金資産合計 59,327 〃
　繰延税金負債
　 資産除去債務に対応する除去費用 △4,831 〃
　 繰延税金負債合計 △4,831 〃
　繰延税金資産純額 54,495 〃

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社は、事業計画に照らして、必要資金（主に銀行借入及び社債発行）を調達しておりま
す。また、デリバティブ取引は行わない方針であります。
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（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、取引
先企業との業務に関連する企業の株式であり、発行体の信用リスク及び市場価格の変動リス
クに晒されております。
営業債務である買掛金、未払金、未払費用、未払法人税等及び未払消費税等はすべて１年
以内の支払期日であります。社債及び長期借入金は、運転資金に必要な資金調達を目的とし
たものであり、返済期日は決算日後、最長で４年であります。ファイナンス・リース取引に
係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決
算日後、最長で２年であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）
営業債権については、取引相手ごとに回収期日や残高を定期的にモニタリングすること
で、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②市場リスクの管理
借入金、社債及びリース債務については、金利の変動を定期的にモニタリングし、金利
変動リスクの早期把握を図っております。
投資有価証券については、定期的に発行体（取引先企業）の財務状況等や時価を把握し、
取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
当社では、資金繰りの適切な把握を行うとともに、手許流動性の維持等により、流動性
リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算
定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた
め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1) 現金及び預金 3,197,216 3,197,216 －
(2) 売掛金 72,897

貸倒引当金 ※１ △3,051
売掛金（純額） 69,845 69,845 －

(3) 投資有価証券
　 その他有価証券 30,210 30,210 －
(4) 敷金差入保証金 ※２ 86,278 83,351 △2,926
資産計 3,383,550 3,380,624 △2,926
(1) 買掛金 3,698 3,698 －
(2) 未払金 497,076 497,076 －
(3) 未払費用 296,857 296,857 －
(4) 未払法人税等 275,478 275,478 －
(5) 未払消費税等 132,701 132,701 －
(6) 社債(１年内償還予定を含む) 300,000 300,620 620
(7) 長期借入金(１年内返済予定を含む) 627,605 628,372 767
(8) リース債務(１年内返済予定を含む) 1,557 1,477 △79
負債計 2,134,975 2,136,284 1,308
※１ 売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。
※２ 貸借対照表における敷金及び保証金の金額と上表における貸借対照表計上額との差額は、

当事業年度末における敷金及び保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金額（賃
借建物の原状回復費用見込額）の未償却残高であります。

(注１）．金融商品の時価の算定方法に関する事項
資 産
(1) 現金及び預金、及び(2) 売掛金
これらはすべて短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ
とから、当該帳簿価額によっております。
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(3) 投資有価証券
これらの時価については、取引所の価格によっております。

(4) 敷金差入保証金
敷金差入保証金の時価について、将来の回収が最終的に見込めると認められる部分の
将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な利率で割り引いた現在価値によって
算定しております。

負 債
　(1) 買掛金、(2) 未払金、(3) 未払費用、(4) 未払法人税等、及び(5) 未払消費税等

これらはすべて短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ
とから、当該帳簿価額によっております。
(6) 社債、(7) 長期借入金、及び(8) リース債務
社債、長期借入金及びリース債務の時価は、元利金の合計額を同様の社債発行、新規
借入又は、新規にリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に
より算定しております。

(注２）．金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 3,197,216 － － －
売掛金 69,845 － － －

合計 3,267,062 － － －
（注）敷金差入保証金については償還期日を明確に把握できないため、上表に含めておりませ

ん。

(注３）．社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

社債 80,000 80,000 80,000 60,000 － －
長期借入金 297,898 174,479 107,728 47,500 － －
リース債務 812 744 － － － －
合計 378,710 255,223 187,728 107,500 － －
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１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産 332円55銭
１株当たり当期純利益 83円87銭

その他の注記
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

― 8 ―

2020年02月28日 11時49分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）


	WEB開示（表紙）_200309
	WEB開示（個別注記表）_Final(PASS無)_200309.pdf

